
とだ議会だより No.2063 とだ議会だより No.206 2

９月定例会は８月26日から９月26日までの32日間の会期で開かれ、市長提出
議案等40件と、委員会提出議案２件、議員提出議案３件が提出され、１件が撤回、
その他はいずれも認定・可決しました。また、３議案に対し延べ５人が質疑し、決
算認定３件、議案１件について延べ８人が討論を行いました。

４日間にわたる一般質問では、18人の議員が活発な論戦を展開しました。

令和元年

9 月
定例会
8月 26日～
　9月 26日

一
般
会
計
・
特
別
会
計
合
わ
せ
て
31
億
８
８
７
７
万
円
を
令
和
元
年
度
に
繰
り
越
し
！

平
成
30
年
度
決
算
を
認
定

①民生費　228億 7634万円
②総務費     67億   606万円
③教育費     47億 2913万円
④土木費     41億   565万円
⑤衛生費     32億 3112万円
⑥公債費     30億 5927万円
⑦消防費     15億 4414万円
⑧その他     32億 2450万円
※千円単位は四捨五入

①市　　　税 285億 1226万円
②繰 越 金   28億 3187万円
③諸 収 入   20億 1913万円
④繰 入 金   11億 4183万円
⑤その他自主財源   17億 7662万円
⑥国庫支出金   90億 5523万円
⑦県 支 出 金   26億 8213万円
⑧地方消費税交付金   25億 6519万円
⑨市　　　債     6億 3440万円
⑩その他依存財源     7億 4189万円
※千円単位は四捨五入
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前年度と比べて最も増加したのは国庫支出金で、約３億1817万円の増。一方、減と
なった主なものは、市債が９億 8010万円の減。前年度比１.９％減。

前年度と比べて、民生費は約８億 6690万円の減。総務費は約 4097万円の減。教
育費は約 9072 万円の増。前年度比１.３％減。

一般会計歳入　519億6057万円

一般会計歳出　494億7621万円

歳入依
存
財源

自 主

財
源

( 注 ) ①（　）は財政の健全化が必要とされる早期健全
化基準を示す。 

②赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質
赤字比率は「－」表示となります。

単位％健全化判断比率
30年度

(注)特別会計は、国民健康保険など10会計の合計額。
中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計、介護
老人保健施設事業特別会計は平成29年度をもって廃止。

216億 6704万円
（前年度比　15.9％減）

209億 6263万円
（前年度比　13.2％減）

歳  入

歳  出

特 別 会 計 決 算
比 率 名

実 質 赤 字比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率

30年度

   ー  （11.80）

   ー  （16.80）

5.0（25.0）

18.7（350.0）

29年度

   ー  （11.86）

   ー  （16.86）

4.3（25.0）

30.9（350.0）

※

※千円単位は四捨五入

※健全化判断比率…自治体の財政の早期健全化や再生の必要性を判断するために定められた４つの指標

※いずれの会計も千円単位は四捨五入

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

24億 1751万円

22億 1007万円

3億 4999万円

13億 7169万円

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

26億 4713万円

24億 4514万円

11億 1303万円

18億 1011万円

下 水 道 事 業 会 計 決 算水 道 事 業 会 計 決 算

平
成
30
年
度
決
算 

監
査
報
告

介
護
老
人
保
健
施
設
の
指

定
管
理
者
は
適
切
に
対
応

酒
井　
郁
郎　
議
員

海
外
派
遣
は
、
こ
れ
ま
で
の
や
り
方

を
急
激
に
変
え
な
い
継
続
性
も
必
要
。

人
数
や
行
程
も
吟
味
さ
れ
て
い
る
。

市
民
意
識
調
査
は
、
無
作
為
抽
出
し

た
市
民
が
対
象
の
た
め
、
本
市
の
現
状

の
説
明
は
不
可
欠
で
あ
り
、
妥
当
。

介
護
老
人
保
健
施
設
は
、
組
織
面
の

改
善
が
進
ん
で
お
り
、
指
定
管
理
者
は

課
題
に
適
切
に
対
応
し
て
い
る
。

立
地
適
正
化
計
画
は
、
生
活
に
便
利

な
ま
ち
を
つ
く
る
上
で
意
義
が
あ
る
。

図
書
館
は
、
大
規
模
改
修
に
伴
い
長

期
休
館
と
な
る
た
め
、
全
職
員
の
雇
用

の
確
保
は
難
し
い
。
事
前
に
対
象
者
の

了
承
を
得
て
い
る
。

福
祉
セ
ン
タ
ー
の
使
用
料
減
免
制
度

の
廃
止
に
よ
り
、
一
部
の
団
体
に
影
響

が
出
て
お
り
、
支
援
が
求
め
ら
れ
る

が
、
特
定
の
団
体
へ
の
優
遇
措
置
に
不

公
平
感
等
の
問
題
も
指
摘
さ
れ
て
い

た
。
総
合
的
に
見
て
廃
止
は
妥
当
。

よ
っ
て
、
賛
成
す
る
。

【一
般
会
計
・
特
別
会
計
】
一
般
会
計

の
実
質
収
支
額
は
、
約
24
億
２
千
万
円

の
黒
字
。
市
税
は
軽
自
動
車
税
、
市
た

ば
こ
税
が
前
年
度
と
比
べ
て
増
と
な
っ

た
。
特
別
会
計
の
実
質
収
支
額
は
、
約

６
億
３
７
０
０
万
円
の
黒
字
。

【水
道
事
業
会
計
】
収
益
的
収
支
の
純

利
益
は
約
２
億
７
０
０
万
円
、
資
本
的

収
支
の
不
足
額
は
約
10
億
２
千
万
円
で

あ
り
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
、
減
債
積

立
金
な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
て
い
る
。

【下
水
道
事
業
会
計
】
収
益
的
収
支
の

純
利
益
は
約
２
億
２
０
０
万
円
、
資
本

的
収
支
の
不
足
額
は
約
６
億
９
７
０
０

万
円
で
あ
り
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
な

ど
で
補
て
ん
さ
れ
て
い
る
。
企
業
債
の

未
償
還
残
高
は
約
87
億
円
、
支
払
利
息

は
約
１
億
６
千
万
円
で
、
総
費
用
に
占

め
る
割
合
が
6.5
％
、
使
用
料
収
入
に
対

す
る
割
合
が
11
・
６
％
と
な
っ
て
い
る
。

【審
査
の
結
果
】
い
ず
れ
も
健
全
財
政

が
堅
持
さ
れ
て
い
る
。

「
全
て
の
会
計
で

健
全
財
政
を
堅
持
」

小
川
代
表
監
査
委
員

◇
30
年
度
一
般
会
計
決
算
　 

認
定（
賛
成
20 

反
対
４
）

豊
か
な
財
政
は

市
民
の
暮
ら
し
に　

本
田　
哲　
議
員

中
国
・
開
封
市
へ
の
海
外
派
遣
旅
費

は
、
執
行
部
も
予
算
計
上
し
て
お
り
、

そ
こ
に
議
員
も
参
加
で
き
た
こ
と
か
ら
、

議
会
費
で
の
計
上
は
不
要
で
あ
っ
た
。

市
民
意
識
調
査
で
は
、
保
養
所
・
白

田
の
湯
の
設
問
が
、
廃
止
を
誘
導
し
て

お
り
、
調
査
の
在
り
方
に
問
題
が
あ
る
。

指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
た
介
護

老
人
保
健
施
設
は
、
サ
ー
ビ
ス
が
向
上

し
て
い
な
い
。
直
営
に
戻
す
べ
き
。

立
地
適
正
化
計
画
の
策
定
は
拙
速
。

住
民
主
役
の
ま
ち
づ
く
り
を
行
う
べ
き
。

図
書
館
の
大
規
模
改
修
工
事
に
伴
い
、

非
常
勤
職
員
が
削
減
さ
れ
た
が
、
労
働

環
境
を
保
障
し
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
に
応

え
ら
れ
る
施
設
環
境
を
維
持
す
べ
き
。

西
部
、
東
部
の
両
福
祉
セ
ン
タ
ー
の

使
用
料
に
つ
い
て
、
廃
止
さ
れ
た
施
設

登
録
団
体
の
減
免
制
度
を
復
活
す
べ
き
。

豊
か
な
財
政
が
市
民
の
暮
ら
し
に
生

か
さ
れ
る
よ
う
要
望
し
、
反
対
す
る
。

討　
論

反
対

賛
成


